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連結損益計算書については、営業収益は対前年90億円増収の1,005億円、営業
利益は対前年73億円増益の146億円となった。
経常利益は対前年67億円増益の153億円、親会社株主に帰属する四半期純利益
は対前年52億円増益の108億円となった。
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特別利益は、㈱ホテル⼩⽥急の株式を売却したことに伴い関係会社株式売却益
を計上したことなどにより、対前年で増加している。
特別損失は、固定資産除却損が増加したことなどにより、対前年で増加してい
る。

連結貸借対照表については、資産合計は1兆3,440億円と、現⾦及び預⾦が増加
したことなどから、前年度末より641億円の増加となった。
負債合計は9,495億円と、預り⾦が増加したことなどから前年度末より580億円
の増加となった。
純資産合計は3,945億円と、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上に伴い利
益剰余⾦が増加したことや、保有株式の時価上昇によりその他有価証券評価差
額⾦が増加したことなどにより、前年度末より60億円の増加となった。
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運輸業の営業収益は対前年51億円増収の425億円、営業利益は対前年41億円増
益の80億円となった。
新型コロナウイルス感染症の５類移⾏等に伴い、各事業において利⽤者数が回
復したことに加え、当社鉄道事業において鉄道駅バリアフリー料⾦制度を適⽤
したことなどにより、運輸業全体で増収・増益となった。

下段右側の箱根エリアの営業収益には、当社鉄道事業の⼀部、箱根登⼭鉄道を
含む箱根交通各社および箱根エリアのリゾートホテルが含まれている。
同営業収益は、新型コロナウイルス感染症の５類移⾏等により観光需要が回復
し、対前年で20億円の増収となった。
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当社鉄道事業の運輸成績は、2023年３⽉18⽇より鉄道駅バリアフリー料⾦制度
を適⽤したことなどにより、運輸収⼊の回復幅が輸送⼈員よりも⼤きくなって
いる。

（参考）鉄道駅バリアフリー料⾦制度の影響額を除いた運輸収⼊

※ 通学定期・⼩児⽤IC運賃（⼀律50円）等は同制度対象外
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単位︓百万円 2023年度
第1四半期

増減

対2022年度 対2018年度

定期 10,255 +4.4% △16.5%

通勤定期 8,452 +4.9% △18.1%

通学定期 1,803 +2.2% △8.2%

定期外 16,966 +9.7% △5.1%

旅客運輸収⼊計 27,222 +7.7% △9.7%



流通業の営業収益は対前年39億円減収の207億円、営業利益は対前年６千万円
減益の４億円となった。
百貨店業において、昨年10⽉に新宿店本館の営業終了に伴い売場⾯積が⼤幅に
縮⼩したことに加え、前期末に㈱⽩鳩が当社の連結⼦会社から持分法適⽤会社
へ変更となったことなどにより、流通業全体で減収・減益となった。
下段中ほどの⼩⽥急商事ストア部⾨の既存店取扱⾼は、対前年4.4％の増加とな
った。
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不動産業の営業収益は対前年36億円増収の196億円、営業利益は対前年８億円
増益の51億円となった。
賃貸業において、前期末に⼩⽥急第⼀⽣命ビルの持分を売却したことなどによ
り減収となったものの、分譲業において、都⼼のリノベーション物件や投資⽤
不動産の販売が増加したことなどにより、不動産業全体では増収・増益となっ
た。
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その他の事業の営業収益は対前年40億円増収の233億円、営業利益は対前年23
億円増益の９億円となった。
新型コロナウイルス感染症の５類移⾏等により、ホテル業においてシティホテ
ル・リゾートホテルともに稼働が回復したほか、リゾート⼈材派遣業において
も需要が回復したことなどにより、その他の事業全体で増収・増益となった。

下段左側に記載のシティホテルの外国⼈宿泊者⽐率は、昨年10⽉の⼊国制限緩
和以降増加傾向にあり、第１四半期の実績は「ハイアット リージェンシー 東京
」「ホテルセンチュリーサザンタワー」ともに８割を超え、コロナ前並みの⽔
準となっている。

下段右側に記載の客室稼働率も、シティホテル・箱根リゾートホテルともに対
前年で回復している。
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営業収益は対前年48億円増収の4,000億円、営業利益は対前年83億円増益の
350億円、経常利益は対前年75億円増益の327億円を⾒込んでいる。
親会社株主に帰属する当期純利益は、⼩⽥急センチュリービルの売却に伴う固
定資産売却益の計上等により対前年220億円増益の628億円を⾒込んでいる。
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運輸業では、当社鉄道事業において鉄道駅バリアフリー料⾦制度を適⽤したこ
とや、バス業において運賃改定を実施した影響等により、営業収益は対前年132
億円増収の1,650億円、営業利益は対前年76億円増益の161億円を⾒込んでい
る。

※ 運賃改定の詳細は当社ＨＰにて開⽰ している「ＦＡＱ」に記載
https://www.odakyu.jp/ir/financial/d9gsqg0000000tvx-att/odakyu_2022.4Q_FAQ.pdf
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流通業では、百貨店業において、新宿駅⻄⼝地区開発計画に伴い2022年10⽉２
⽇に新宿店本館の営業を終了（2022年10⽉4⽇に新宿⻄⼝ハルクがリニューア
ルオープン）し、売場⾯積が⼤幅に縮⼩したことや、㈱⽩鳩が2023年３⽉31⽇
より当連結⼦会社から持分法適⽤会社に変更となった影響等により対前年70億
円減収の891億円を⾒込んでいる。
⼀⽅、営業利益は、㈱⼩⽥急百貨店において希望退職者を募集したことに伴う
⼈件費の減少等により、対前年15億円増益の24億円を⾒込んでいる。
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不動産業では、賃貸業において⼩⽥急第⼀⽣命ビルの持分を売却したことなど
により、営業収益は対前年32億円減収の808億円、営業利益は対前年31億円減
益の149億円を⾒込んでいる。
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その他の事業では、ホテル業において2023年６⽉30⽇に㈱ホテル⼩⽥急の株式
を売却予定であることから連結除外としたものの、リゾート⼈材派遣業や旅⾏
の需要回復等により、営業収益は対前年22億円増収の930億円、営業利益は対
前年24億円増益の16億円を⾒込んでいる。
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